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区  分 件          名 理          由 

第 ６号議案 

発送遅延 
監査委員の選任について 

監査委員 三谷
み た に

利
とし

博
ひろ

氏の任期が令和７年３月３１日をもって満了するため、

その後任の委員を選任したいが、地方自治法第１９６条第１項の規定により

議会の同意を得る必要がある。 

第 ７号議案 

発送遅延 
人権擁護委員の候補者の推薦について 

人権擁護委員 中路
な か じ

秀
ひで

龍
たつ

氏及び松村
まつむら

正信
まさのぶ

氏の任期が令和７年６月３０日を

もって満了するため、その後任の委員の候補者を推薦するに当たり、人権擁

護委員法第６条第３項の規定により議会の意見を求める必要がある。 

第 ８号議案 令和６年度長崎市一般会計補正予算（第１０号） 

第 ９号議案 令和６年度長崎市観光施設事業特別会計補正予算（第４号） 

第１０号議案 令和６年度長崎市国民健康保険事業特別会計補正予算（第４号） 

第１１号議案 令和６年度長崎市土地取得特別会計補正予算（第２号） 

第１２号議案 令和６年度長崎市介護保険事業特別会計補正予算（第４号） 

第１３号議案 令和６年度長崎市水道事業会計補正予算（第３号） 

① 人 事   ２件  ④ その他 １３件 

② 予 算  ２０件  ⑤ 報 告  １件 

③ 条 例  １３件            

              合 計 ４９件 



第１４号議案 令和７年度長崎市一般会計予算 

第１５号議案 令和７年度長崎市観光施設事業特別会計予算 

第１６号議案 令和７年度長崎市国民健康保険事業特別会計予算 

第１７号議案 令和７年度長崎市土地取得特別会計予算 

第１８号議案 令和７年度長崎市中央卸売市場事業特別会計予算 

第１９号議案 令和７年度長崎市駐車場事業特別会計予算 

第２０号議案 令和７年度長崎市財産区特別会計予算 

第２１号議案 令和７年度長崎市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算 

第２２号議案 令和７年度長崎市介護保険事業特別会計予算 

第２３号議案 令和７年度長崎市診療所事業特別会計予算 

第２４号議案 令和７年度長崎市後期高齢者医療事業特別会計予算 

第２５号議案 令和７年度長崎市立病院機構病院事業債管理特別会計予算 

第２６号議案 令和７年度長崎市水道事業会計予算 



第２７号議案 令和７年度長崎市下水道事業会計予算 

第２８号議案 
長崎市乳児等通園支援事業の設備及び運営に

関する基準を定める条例 

子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律により、児童福祉法の一部が

改正されたことに伴い、乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を

定める必要がある。 

第２９号議案 
長崎市附属機関に関する条例の一部を改正す

る条例 

１ 長崎市まち・ひと・しごと創生総合戦略を長崎市総合計画に統合するこ

とに伴い、本市のまち・ひと・しごと創生総合戦略に関する重要事項を長

崎市総合計画審議会において調査審議するため、長崎市まち・ひと・しご

と創生総合戦略審議会を廃止したい。 

２ 長崎市中央卸売市場の将来のあり方に関する必要な事項を調査審議する

ため、長崎市中央卸売市場あり方検討委員会を設置したい。 

第３０号議案 

長崎市行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律に基づく

個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関

する条例等の一部を改正する条例 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の

一部改正に伴い、関係条文の整理をする必要がある。 

第３１号議案 
一般職の職員の勤務時間、休日、休暇等に関す

る条例の一部を改正する条例 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の

一部が改正され、育児のための所定外労働の制限の対象となる子の範囲が拡

大されたこと及び仕事と介護の両立支援制度に関する周知の強化等の措置が

義務付けられたことに伴い、本市の一般職の職員についても同様の措置を講

じたい。 



第３２号議案 

一般職の職員の給与に関する条例等の一部を

改正する条例 

⑴ 一般職の職員の給与に関する条例 

⑵ 市長及び副市長の給与に関する条例 

⑶ 教育長の給与等に関する条例 

⑷ 長崎市上下水道局企業職員の給与の種類

及び基準に関する条例 

⑸ 単純な労務に雇用される一般職の職員の

給与の種類及び基準に関する条例 

⑹ 長崎市監査委員条例 

⑺ 長崎市上下水道事業管理者の給与等に関

する条例 

⑻ 長崎市立学校職員の給与、勤務時間、休日、

休暇等に関する条例 

⑼ 長崎市職員の育児休業等に関する条例 

⑽ 一般職の任期付職員の採用及び給与の特

例に関する条例 

国家公務員の給与制度の総合的見直し等を勘案して、次に掲げる措置を講じ

たいのと、その他所要の整備をしたい。 

１ 本市の一般職の職員の給料月額、扶養手当の額及び通勤手当の上限額の

改定並びに地域手当、住居手当、単身赴任手当及び管理職員特別勤務手当

の支給対象等の見直し 

２ 特定任期付職員の業績手当の廃止及び勤勉手当の支給 

３ 市長、副市長、教育長、常勤の監査委員及び上下水道事業管理者の地域

手当の廃止並びに副市長、教育長及び上下水道事業管理者の通勤手当の支

給 

第３３号議案 

長崎市職員等の旅費に関する条例等の一部を

改正する条例 

⑴ 長崎市職員等の旅費に関する条例 

⑵ 長崎市実費弁償条例 

⑶ 長崎市消防団員の報酬及び費用弁償に関

する条例 

国家公務員の旅費制度に準じて、本市の職員の旅費等に係る制度を見直した

い。 

第３４号議案 長崎市税条例の一部を改正する条例 

１ 身体障害者等に対する軽自動車税の種別割に係る減免の申請手続の簡略

化を図りたい。 

２ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律の一部改正に伴い、関係条文の整理をする必要がある。 

第３５号議案 長崎市立中学校条例の一部を改正する条例 
不登校生徒の多様な教育機会を確保するための学びの場として、桜馬場中学

校に分教室を設置したい。 

第３６号議案 
長崎市立保育所条例の一部を改正する条例の

一部を改正する条例 

長崎市立緑ケ丘保育所及び長崎市立仁田保育所の運営を民間移譲する日を延

期することに伴い、両保育所を廃止する日を変更する必要がある。 



第３７号議案 長崎市都市公園条例の一部を改正する条例 
公募設置管理制度を導入することに伴い、公募対象公園施設の建ぺい率の上

限を定めたいのと、同施設の設置等予定者の選定に係る委員会を設置したい。 

第３８号議案 
長崎市地区計画の区域内における建築物に係

る制限に関する条例の一部を改正する条例 

新戸町地区計画を廃止することに伴い、当該地区整備計画区域内における建

築物に係る制限を廃止する必要がある。 

第３９号議案 
長崎市水道事業及び下水道事業の設置等に関

する条例の一部を改正する条例 

水道法施行令及び水道法施行規則の一部改正に伴い、水道の布設工事監督者

及び水道技術管理者の資格要件を見直したい。 

第４０号議案 
長崎市消防団員退職報償金条例の一部を改正

する条例 

消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の一部が改正され、

消防団員の退職報償金に係る勤務年数の区分が追加されたことに伴い、本市 

の消防団員についても同様の措置を講じたい。 

第４１号議案 
過疎地域持続的発展市町村計画の変更につい

て 

伊王島灯台記念館施設整備事業を追加することに伴い、長崎市過疎地域持続

的発展計画を変更したいが、この変更については、過疎地域の持続的発展の

支援に関する特別措置法第８条第１０項において準用する同条第１項の規定

により議会の議決を経る必要がある。 

第４２号議案 
辺地に係る公共的施設の総合整備計画につい

て（形上辺地） 
これらの辺地に係る公共的施設の総合整備計画を定めたいが、この総合整備

計画を定めるに当たっては、辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政

上の特別措置等に関する法律第３条第１項の規定により議会の議決を経る必

要がある。 第４３号議案 
辺地に係る公共的施設の総合整備計画につい

て（桂山辺地） 

第４４号議案 
工事の請負契約の締結について（琴海中学校校

舎ほか解体工事） 

琴海中学校校舎ほか解体工事の請負については、予定価格が１億５，０００

万円以上であるため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に

関する条例第２条の規定により議会の議決を要する。 

第４５号議案 
工事の請負契約の一部変更について（公用車駐

車場等建設ほか工事） 

公用車駐車場等建設ほか工事の請負契約については、労務単価等が著しく上

昇したこと等に伴い、契約の金額を変更する必要がある。 

第４６号議案 
工事の請負契約の一部変更について（重要文化

財旧オルト住宅主屋ほか２棟保存修理工事） 

重要文化財旧オルト住宅主屋ほか２棟保存修理工事の請負契約につい

ては、主屋石壁に係る補修方法に強度の不足が生じうることが判明した

ため、施工方法の変更を行う必要が生じたこと等により工事の設計を変

更したこと、煙突等の補強方法及び劣化防止方法の検討に時間を要した

こと等に伴い、契約の金額及び工期を変更する必要がある。 

   



第４７号議案 
工事の請負契約の一部変更について（西町小学

校改築主体工事） 

西町小学校改築主体工事の請負契約については、湧水による山留工事の施工

方法の変更を行う必要が生じたこと等により工事の設計を変更したことに伴

い、契約の金額及び工期を変更する必要がある。 

第４８号議案 
工事の請負契約の一部変更について（西町小学

校改築管工事） 

西町小学校改築管工事の請負契約については、別途施工中の西町小学校改築

主体工事に係る作業工程を延長するため、当該契約における西町小学校の機

械設備に係る機器取付調整作業等に要する期間を延長する必要が生じたこと

に伴い、工期を変更する必要がある。 

第４９号議案 
工事の請負契約の一部変更について（西町小学

校改築電気工事） 

西町小学校改築電気工事の請負契約については、別途施工中の西町小学校改

築主体工事に係る作業工程を延長するため、当該契約における西町小学校の

電気設備に係る機器取付調整作業等に要する期間を延長する必要が生じたこ

とに伴い、工期を変更する必要がある。 

第５０号議案 
公の施設の指定管理者の指定について（長崎市

障害福祉センター） 

長崎市障害福祉センターの管理を行わせるため、指定管理者を指定したいが、

この指定については、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により議会の

議決を経る必要がある。 

第５１号議案 財産の減額譲渡について（伊王島町１丁目） 
伊王島町１丁目の財産を減額して譲渡したいが、この財産の減額譲渡につい

ては、地方自治法第９６条第１項第６号の規定により議会の議決を要する。 

第５２号議案 市道路線の認定について（認定５件） 
道路の帰属等に伴い、市道路線を認定したいが、この認定については、道路

法第８条第２項の規定により議会の議決を経る必要がある。 

第５３号議案 包括外部監査契約の締結について 
包括外部監査契約を締結する場合においては、地方自治法第２５２条の３６

第１項の規定により、あらかじめ議会の議決を経る必要がある。 

第 ５号報告 専決処分の報告について（法律上市の義務に属する損害賠償の額の決定及び和解について（４件）） 

 


